
 1 級 第 2 予想 解答・解説 (工業簿記) 

第１問 

解 答 

問１ 

異常仕損費 月末仕掛品原価 完成品原価 

☆ 603,200 円 ☆ 3,819,200 円 ☆ 26,285,200 円 

問２ 

仕 掛 品 （単位：円） 

月 初 有 高 2,053,200    完 成 品  (  ☆ 26,180,000  )

原 料 費 7,400,000  仕 損 品 評 価 額  (  ★ 82,050  )

加 工 費 21,254,400   異 常 仕 損 費  (  ★ 572,450  )

  月 末 有 高  (  ★ 3,873,100  )

30,707,600  30,707,600  

問３ 

月末仕掛品原価 完成品原価 

☆ 3,770,900 円 ★ 26,282,200 円 

問４ 

前工程費 

★ 23,100,000 円 

問５ 

前工程費 加工費 合計 

月末仕掛品原価 ☆ 4,620,000 円 2,534,400  円 7,154,400  円 

完 成 品 18,480,000  円 ☆ 12,540,000 円 31,020,000  円 

☆ につき２点

★ につき１点 合計19点

度外視法による正常仕損費の処理(問１)

１．度外視法による生産データ

月末仕掛品の加工進捗度と正常仕損の発生点の大小関係を確認すると、「月末仕掛品の加工進捗度(60％)

＞正常仕損の発生点(50％)」であることから、正常仕損費は完成品のみならず月末仕掛品にも負担させま

す。また、問題の指示にしたがい、異常仕損にも正常仕損費を負担させます。

以上より、次のように生産データを整理します。カッコ内は加工費についての完成品換算量を示します

(以下同様）。 

第１工程仕掛品 

月初仕掛品

2,500 kg＊＊

(1,000 kg)＊
1

完成品

17,000 kg＊＊

当月投入

18,500 kg＊＊

(18,450 kg)＊
11 異常仕損

500 kg＊＊

(350 kg)＊
1

月末仕掛品

3,500 kg＊＊

(2,100 kg)＊
1

＊ 500㎏×70％(異常仕損の発生点)＝350㎏

２．異常仕損費、月末仕掛品原価および完成品原価の計算(先入先出法) 

⑴ 原料費の配分

当月単価：7,400,000 円÷18,500 ㎏＝＠400 円 

異常仕損：＠400 円×500 ㎏＝200,000 円

月末仕掛品：＠400 円×3,500 ㎏＝1,400,000 円 

完成品：935,000 円(月初仕掛品)＋7,400,000 円(当月投入)－200,000 円(異常仕損)

－1,400,000 円(月末仕掛品)＝6,735,000 円 

⑵ 加工費の配分

当月単価：21,254,400 円÷18,450 ㎏＝＠1,152 円 

異常仕損：＠1,152 円×350 ㎏＝403,200 円 

月末仕掛品：＠1,152 円×2,100 ㎏＝2,419,200 円 

完成品：1,118,200 円(月初仕掛品)＋21,254,400 円(当月投入)－403,200 円(異常仕損)

－2,419,200 円(月末仕掛品)＝19,550,200 円 

⑶ 集計

異常仕損費：異常仕損品原価から異常仕損品評価額を控除して計算します。

①異常仕損品原価：200,000円＋403,200円＝603,200円 

②異常仕損品評価額：０円

①－②＝603,200円－０円＝603,200円 

月末仕掛品：1,400,000円＋2,419,200円＝3,819,200円

完成品：6,735,000円＋19,550,200円＝26,285,200円
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第２問 

解 答 

① ② ③ 

★ 労 働 用 役 ★ 実 際 ★ 個 別 

④ ⑤ ⑥ 

★ 平 均 ★ 予 定 平 均 ★ 要 支 払 額

★ につき１点 合計６点



 1 級 第 2 予想 解答・解説 (原価計算) 

解 答 

問１ 

製品Ａの生産・販売数量 ☆ 4,800 個 

製品Ｂの生産・販売数量 ☆ 3,000 個 

年間営業利益 ☆ 11,808,000 円 

問２ 

製品Ｘ400 個の注文を引き受けることは、引き受けない場合に比べて、 

134,400  円だけ（  有利  ・  不利  ）である。 … すべて正解で☆☆

問３ 

製品Ｙ300 個の注文を引き受けることは、引き受けない場合に比べて、 

1,125,000  円だけ（  有利  ・  不利  ）である。 … すべて正解で☆☆

問４ 

⑴ ☆ △4,160,000 円 

⑵ ☆ 955,000 円 

⑶ ☆ 30,000 円 

⑷ 現有設備の一部を新設備に取り替える案の正味現在価値は、

△ 114,739 円である。したがって製品Ｙは、 

受注すべきで（  ある  ・  ない  ）。       … すべて正解で☆☆★ 

☆ １つにつき２点

★ １つにつき１点 合計 25 点

制約条件の確認

製品Ａと製品Ｂを需要上限まで製造した場合の甲原料の必要消費量、第１製造部の必要直接作業時間を

計算し、いずれが最適プロダクト・ミックス決定上の制約条件になっているかを確認します。

甲 原 料：5,760 個×1.5kg/個＋3,000 個×３kg/個＝17,640 ㎏ ＜ 18,000 ㎏ 
購入量限度 

→ 必要消費量が購入量限度内であるため、甲原料は制約条件ではありません。

第１製造部：5,760 個×１時間/個＋3,000 個×0.8 時間/個＝8,160 時間 ＞ 7,200 時間 
最大直接作業時間 

→ 必要時間が最大時間を超えるため、直接作業時間が制約条件です。

以上より、第１製造部の最大直接作業時間が各製品に共通の制約条件となっているため、第１製造部の

直接作業時間１時間あたりの貢献利益が高い製品から優先的に製造すべきです。

最適プロダクト・ミックスの決定（問１） 

１．各製品の収益力の比較

⑴ 各製品の単位あたり貢献利益

製品Ａ 製品Ｂ

販売単価 ＠6,960 円 ＠10,800 円 

単位あたり標準変動製造原価 ＠5,040 円 ＠7,920 円 

単位あたり貢献利益 ＠1,920 円 ＠2,880 円 

⑵ 第１製造部の直接作業時間１時間あたりの貢献利益 

製品Ａ：＠1,920 円÷１時間＝1,920 円/時間 

製品Ｂ：＠2,880 円÷0.8 時間＝3,600 円/時間 

したがって、製品Ｂを需要上限まで製造し、第１製造部の余剰直接作業時間で製品Ａを製造します。

２．各製品の製造・販売数量

⑴ 製品Ｂの製造・販売量：3,000 個（需要上限） 

⑵ 製品Ａの製造・販売量

4,800 時間＊÷１時間/個＝4,800 個
＊ 第１製造部の余剰直接作業時間：7,200 時間－3,000 個×0.8 時間/個＝4,800 時間 

製品Ｂ3,000 個分 

３．年間営業利益

＠1,920 円×4,800 個＋＠2,880 円×3,000 個－6,048,000 円＝11,808,000 円
固定加工費 

製品Ｘの受注可否の意思決定（問２） 

製品Ｘを製造するには、第１製造部での加工作業が必要となります。問１の最適プロダクト・ミックス

において、第１製造部は最大直接作業時間まで稼働するため、製品Ｘを受注する場合には、製品Ａまたは

製品Ｂの製造量を減らす必要があります。 

より、第１製造部の直接作業時間１時間あたりの貢献利益は製品Ａの方が少ないため、製造量

を減らすとすれば、製品Ａの製造量を減らす方が有利です。

Step 1

Step 2

Step 3

製品Ｂを優先的に製造すべき 

Step 2




